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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第22期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自 2022年１月１日
至 2022年９月30日

売上高 (千円) 2,651,032

経常利益 (千円) 584,398

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 478,500

四半期包括利益 (千円) 483,131

純資産額 (千円) 2,100,212

総資産額 (千円) 3,439,701

１株当たり四半期純利益 (円) 274.62

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 (円) -

自己資本比率 (％) 61.1

回次
第22期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 99.51

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　 ２．2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で

株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期

純利益を算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第22期第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表について、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規

定第204条第6項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、仰星監査法人により四

半期レビューを受けております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの経営環境といたしましては、新型コロナウイルス感染症の拡大下

における厳しい行動制限は緩和され、経済活動正常化による個人消費の緩やかな持ち直しは見られるものの、米国の金

利上昇による急激な円安の進行やウクライナ情勢の影響による資源価格の高騰を背景とした物価上昇など、先行きは依

然として不透明な状況であります。

　以上の環境の下、主力の組織開発ビジネスにおいては、受注・売上ともにEC、DCDを中心に堅調に推移しました。また

コーチング人材育成ビジネスにおいては、パンデミックの発生により在宅勤務が増えた影響を受け前期は高い水準で推

移しましたが、需要の一巡が見られました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は2,651,032千円（前年同四半期比9.2％増）、営業利益は

493,682千円（同20.2％増）、経常利益は584,398千円（同40.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は478,500千

円（同84.8％増）となりました。

　なお、当社グループはコーチング事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

(2)財政状態の状況

　（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、3,439,701千円となり、前連結会計年度末に比べ318,273千円増加

しております。これは主に、受注好調に伴い営業活動によるキャッシュ・フローが増加したことを主として、現金及び

預金が251,500千円増加したこと、保有する上場株式の時価の上昇により投資有価証券が44,400千円増加したことによる

ものです。

　（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、1,339,489千円となり、前連結会計年度末に比べ138,721千円減少

しております。これは主に、賞与支払により賞与引当金及び役員賞与引当金が170,085千円減少したことによるもので

す。

　（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、2,100,212千円となり、前連結会計年度末に比べ456,995千円増

加しております。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴い利益剰余金が452,364千円増加したこと

によるものです。

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,969,600

計 6,969,600

(注)2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式

分割を行っております。これにより発行可能株式総数は2,969,600株増加し、6,969,600株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,742,400 1,742,400 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
単元株式数は100株であります。

計 1,742,400 1,742,400 ― ―

(注)2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式

分割を行っております。これにより発行済株式総数は871,200株増加し、1,742,400株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年９月16日 871,200 1,742,400 - 100,000 - 16,700

(注)2022年８月22日開催の取締役会決議に基づき、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株

式分割を行っております。
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等) - - -

議決権制限株式(その他) - - -

完全議決権株式(自己株式等) - - -

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,742,400
17,424

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

単元未満株式 - - -

発行済株式総数 1,742,400 - -

総株主の議決権 - 17,424 -

(注)2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式

分割を行っております。これにより発行済株式総数は871,200株増加し、1,742,400株となっております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年９月30日まで)及び第３四半期連結累計

期間(2022年１月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビ

ューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

　流動資産

　 現金及び預金 2,397,443

　 売掛金 128,191

　 棚卸資産 2,919

　 その他 90,421

　 流動資産合計 2,618,977

　固定資産

　 有形固定資産

　 建物附属設備（純額） 54,311

　 工具、器具及び備品（純額） 18,363

　 有形固定資産合計 72,675

　 無形固定資産

　 のれん 203,539

　 ソフトウエア 152,237

　 その他 19,525

　 無形固定資産合計 375,302

　 投資その他の資産

　 投資有価証券 225,900

　 敷金及び保証金 93,560

　 繰延税金資産 37,243

　 その他 16,043

　 投資その他の資産合計 372,746

　 固定資産合計 820,724

　資産合計 3,439,701
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

　 買掛金 61,595

　 未払金 35,573

　 未払法人税等 68,607

　 未払消費税等 50,150

　 未払費用 14,814

　 前受金 948,336

　 賞与引当金 106,425

　 その他 24,158

流動負債合計 1,309,661

固定負債

　 資産除去債務 23,860

　 退職給付に係る負債 4,427

その他 1,540

固定負債合計 29,827

負債合計 1,339,489

純資産の部

株主資本

資本金 100,000

資本剰余金 88,376

利益剰余金 1,810,618

株主資本合計 1,998,995

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 137,949

　 為替換算調整勘定 △36,732

その他の包括利益累計額合計 101,217

純資産合計 2,100,212

負債純資産合計 3,439,701
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

売上高 2,651,032

売上原価 1,179,574

売上総利益 1,471,458

販売費及び一般管理費 977,775

営業利益 493,682

営業外収益

受取利息 136

受取配当金 2,100

為替差益 94,442

助成金収入 1,100

その他 803

営業外収益合計 98,583

営業外費用

　 上場関連費用 7,830

その他 37

営業外費用合計 7,867

経常利益 584,398

　特別損失

　 固定資産除却損 1,623

ゴルフ会員権評価損 2,722

その他 427

特別損失合計 4,774

税金等調整前四半期純利益 579,623

法人税、住民税及び事業税 90,738

法人税等調整額 10,385

法人税等合計 101,123

四半期純利益 478,500

親会社株主に帰属する四半期純利益 478,500
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

四半期純利益 478,500

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 29,042

為替換算調整勘定 △24,411

その他の包括利益合計 4,630

四半期包括利益 483,131

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 483,131
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日 至 2022年９月30日)

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

　この結果、売上高及び損益に与える影響はありません。

　

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

　なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

減価償却費 50,376千円

のれんの償却額 18,618 〃

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月29日
定時株主総会

普通株式 26,136 30.0 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社グループの事業セグメントは、コーチング事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメ

ント情報の記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第３四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年９月30日)

　当社グループの事業セグメントは、コーチング事業のみの単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を

地域別に分解した情報は以下のとおりであります。

　 （単位：千円）

コーチング事業

日本 2,211,149

その他 439,883

顧客との契約から生じる収益 2,651,032

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 2,651,032

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

１株当たり四半期純利益 274円62銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 478,500

普通株主に帰属しない金額(千円) -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 478,500

普通株式の期中平均株式数(株) 1,742,400

(注)１．2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で

株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期

純利益を算定しております。

　 ２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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